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第１章　本研究の趣旨・目的

　本研究の目的は、岩手県被災地沿岸部の学校を
想定して、一定のテーマに焦点化しつつ、各学校
のカリキュラム開発に際して参考となりうる小中
一貫教育の全体的なカリキュラム案をモデル提示
することである。
　今回の改訂学習指導要領では、将来の不確実で
多様な社会像を見据え、「よりよい学校教育を通

じてよりよい社会を創る」という表現にも象徴さ
れるように、学習者である子どもの立場から、学
校教育で学んだことが将来の社会において活用で
きる力の育成を目指している。すなわち、子ども
たちに、就学前教育を含め学校教育を通じて、個々
人として生涯にわたって学び続ける力を育て、自
らの人生を切り拓くとともに、社会の創造にも寄
与しうる力を育むことが求められているのであ
る。このような学校教育を通じて育み、将来にも

要　約

　本研究は、平成29（2017）年に告示された改訂学習指導要領を踏まえながら、教育学研究科教職実践専
攻（教職大学院）の１年次講義科目である「特色あるカリキュラムづくりの理論と実際」（前期必修）を
踏まえ、「学習指導要領とカリキュラム開発」（後期必修）の成果の一つとして、小中の校種をつなぐ9年
一貫のカリキュラムを開発し提案するものである。その際、岩手県の特性を生かし、東日本大震災の復興
という観点から沿岸被災地の学校をモデルにすること、小中一貫教育に取り組む学校をモデルにすること、
という条件を定め、あわせて、岩手の教育課題を念頭に、国語科、算数・数学科、総合的学習、特別支援
教育の４つのテーマを取り上げて、独自のカリキュラム開発を提案し、岩手の学校教育実践の発展向上へ
の貢献を目指す研究である。本稿では、総合的学習及び特別支援教育の全体カリキュラム案を提示する。
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つながる力を、改訂学習指導要領では「資質・能力」
（子どもたちにとって、何ができるようになるか）
という言葉で強調している。
　そのために、学校が家庭や地域と協働しながら、
将来の社会を創る担い手を育む環境を整え、学校
教育の質全般を高める必要がある。「社会に開か
れた教育課程」も、学校から、家庭・地域への横
の広がりと、学校種を超えて、子どもの発達に即
して生涯全般にわたる、縦のつながりとしての両
側面を含む教育課程のあり方を意味するといえ
る。
　何よりも、現在の子どもたちの実態や家庭や地
域の現実に照らしながら、現在から未来に向けて、
学校教育でどのような力、すなわち、「資質・能力」
を育む必要があるかを、各学校において意識しつ
つ、それらの力を育むのにふさわしい教育内容（教
科等の内容、単元内容等）と、主体的・対話的で
深い学びという授業改善の視点を生かした適切な
教育方法が工夫され、それらの教育活動全般の有
効性を適切に評価し、教育活動の絶えざる修正・
改善に努めていくことが求められている。いわゆ
るカリキュラム・マネジメントの視点から、常に
教育改善に努めていくことが学校・教職員、学校
関係者全般に求められる状況にある。
　特に改訂学習指導要領では、各教科や専門性に
基づくミクロな観点のみならず、個々の子どもの
成長発達という人生全体で、子どもに応じた「資
質・能力」を伸ばすことを目ざすために、マクロ
な観点から、教科間の関連や、校種間の接続が重
視される。教科をこえる汎用的な能力や、日常生
活の事象や地域の課題は、必ずしも特定の教科等
に限定されるものではなく、学際的な性格を持ち
うる。また、個々の子どもの生涯にわたる人生全
体からは、小・中・高と校種相互の関連性を教員
自身も意識しながら、当該子どもにとって意味あ
る教育活動を構想していくことも必要である。
　このように、これからの各学校の教員にとって
は、全体鳥瞰図としてのカリキュラムをデザイン
できるカリキュラム開発力を高めることが求めら
れるといえよう。

  本研究では、マクロな観点からのカリキュラム
の全体像を開発する力の育成を目指しつつ、ある
程度の具体性をもって提案するために、以下の条
件を付した。
　①東日本大震災の復興という岩手の地域特性を
考慮し、沿岸部・被災地の学校を想定すること。
　②校種を超えて、個々の子どもの成長発達の全
体を見通しながら教育活動に取り組むことを考慮
し、義務教育段階の小中一貫教育のカリキュラム
を開発すること１）。
　③岩手の教育課題に照らして、４つの具体的
テーマに即してカリキュラム開発すること。本研
究では、院生とも協議した結果、具体的には、国
語、算数・数学、総合的学習、特別支援教育の４
テーマとした。　
　以上の条件を踏まえ、各テーマにおいて、「資
質・能力」と単元内容の系統的発展を念頭に置い
た全体計画案、年間指導計画案の作成提案を行う
ものである。
　もちろん、それらのカリキュラム案は、あくま
で提案であって、絶対不変な計画案ではありえな
い。本研究で提示するカリキュラム案は、現実の
子どもたちに対して、各学校現場で実践すること
を通じて、常に修正・改善に努め続けることが必
要である。
　本研究で提示するモデルカリキュラムの成果
は、安易に評価できるものではなく、ある程度の
期間における各学校での実践活用を通じて、その
有効性や正当性が検証されていくと考える。
　本研究は、これからの学校教員に求められる、
子どもに即したカリキュラム開発力育成の出発点
の位置づけを有している。

　（文責　田代高章）

第２章　研究の方法

　カリキュラム開発にあたり，下記のフィールド
調査を踏まえ，「国語」「算数・数学」「総合学習（ふ
るさと科）」「特別支援教育」のテーマを設定した。
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また，多様な見方・考え方で協議しながらカリキュ
ラム開発を行うことができるよう，学卒院生と現
職院生を混合にし，多種の校種からなるグループ
を編成した。そして，前期科目「特色あるカリキュ

ラムづくりの理論と実際」と後期科目「学習指導
要領とカリキュラム開発」の授業の一環として下
記のフィールド調査を行い，沿岸被災地における
状況を把握しながらカリキュラム開発を行った。

第３章　小中一貫モデルカリキュラムの提案

１　総合的学習について

︵1︶　総合的な学習の時間における小中一貫教育の
現状と課題
　もともと2008（平成20）年１月17日の中教審答
申では、「総合的な学習の時間は、変化の激しい
社会に対応して、自ら課題を見付け、自ら学び、
自ら考え、 主体的に判断し、よりよく問題を解決
する資質や能力を育てることなどをねらいとする
ことから、思考力・判断力・表現力等が求められ
る「知識基盤社会」の時代においてますます重要
な役割を果たすものである。」２）と述べられてい
る。

　同答申では、校種間の接続に関しても「総合的
な学習の時間のねらいについては、 小・中・高等
学校共通なものとし、子どもたちにとっての学ぶ
意義や目的意識を明確にするため、日常生活にお
ける課題を発見し解決しようとするなど、実社会
や実生活とのかかわりを重視する。」「学校間・学
校段階間の取組の実態に差がある状況を改善する
ため、総合的な学習の時間において育てたい力の
視点を例示する。」３）と指摘がなされている。
　そこで本研究では、小・中一貫の９年間の学び
の連続性と育成したい資質・能力の明確さに課題
意識を持ち、それらを踏まえた全体計画と年間指
導計画の作成を試みた。

2018年
6月4日
（6月11日）

岩手県教育委員会を訪問し，「幼保小接続」「学力向上」「道徳教育」「復興教育」のテー
マについて担当の指導主事に本県における現状について調査した。

6月25日 上記の４つのテーマでのカリキュラム開発の中間報告会に岩手県教育委員会から指導主
事を招き，改善点について助言を受けた。
※作成したカリキュラムについては，県教育委員会の各担当指導主事に送付し，評価（良
かった点と改善点）を受けた。

7月20日 釜石市立唐丹小学校と唐丹中学校を訪問し，沿岸被災地における教育の現状及び小中及
び地域との連携の現状について，管理職及び地域の方から聞き取り調査を行った。

9月21日 釜石市立唐丹小学校と唐丹中学校の学校公開研究会に参加し，沿岸被災地における学校
教育の現状について調査した。

11月9日
11月10日

大槌町で開催された小中一貫全国サミットに参加した。大槌学園及び吉里吉里学園にお
ける公開授業を参観し，沿岸被災地における小中一貫教育の現状について調査した。

2019年
2月12日

小中一貫カリキュラム開発の最終報告会に，これまで大槌町における小中一貫教育の指
導にあたっていた岩手県立総合教育センター所長を招聘し，作成したカリキュラムにつ
いて評価を受けた。

（文責　森本晋也）
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︵2︶　カリキュラム開発の視点
　新学習指導要領では、2016年12月の中央教育審
議会答申に基づき、「生きる力」をより具体化し，
教育課程全体を通して育成を目指す資質・能力を，
ア「何を理解しているか，何ができるか（生きて
働く「知識・技能」の習得）」，イ「理解している
こと・できることをどう使うか（未知の状況にも
対応できる「思考力・判断力・表現力等」の育成）」，
ウ「どのように社会・世界と関わり，よりよい人
生を送るか（学びを人生や社会に生かそうとする
「学びに向かう力・人間性等」の涵養）」の三つ
の柱に整理するとともに，各教科等の目標や内容
についても，この三つの柱に基づく再整理を図る
よう提言がなされた４）５）。よって本研究で設定し
た、ふるさと科の「育成を目指す資質・能力」も
三つの柱に基づき作成した。このとき、4年生と5
年生の間にある発達の壁や「中一ギャップ」への
対応を考慮し、通常行われている「６―３制」で
はなく、「４―３―２制」とし、ホップ期（１～
４年生）、ステップ期（５～７年生）、ジャンプ期（８
～9年生）の、9年間でつけるべき力を、系統立て
てそれぞれ明らかにした６）。また、「学びに向か
う力、人間性等」をより具体的にイメージするた
めに、「主体的に学ぶ力」「他者とかかわる力」「社
会貢献力」「自己形成力」の４つに分け整理した７）。
　学習内容に関しては、地域の特色を活かし９年
間を見通したカリキュラムの作成を意識して行っ
た。そして、9年間の学習の積み重ねを「学生会
議への参加・町への提言」というゴールの形で設
定した。ふるさと科の三つの柱である「地域への
愛着を育む学び」「生き方・進路指導を充実させ
る学び」「防災教育を中心とした学び」のそれぞ
れの9年間の学びの積み重ねを通して、自らの考
えを持ち、「学生会議への参加・町への提言」で
考えを発信し、そこから自分たちのできることを
見つけ、実際に行動に移すことができるようにな
ることをイメージし、カリキュラムを作成した８）９）。
また、全体計画で今まで作成されていなかった「ふ
るさと科と各教科・領域等と関連する能力、技能」
や「指導と評価について」の記載を加えた。

　年間指導計画については、単元系列の内容を学
期ごとにまとめ、それぞれで特に育成したい資
質・能力を明記し、「見える化」することで意識
して指導できるようにした。また、「地域への愛
着を育む学び」「生き方・進路指導を充実させる
学び」「防災教育を中心とした学び」を具体的に
イメージできるよう、「自然環境」「産業」「歴史
/伝統 /文化」「自分」「未来」「防災」の項目に分
け系統図を作成し、学習内容を配列した。
︵3︶　全体カリキュラムの提案
　以下、図表1～図表3において総合的学習に関す
るカリキュラムの全体計画案を提案する10）。
︵4︶　課題について
　本研究でのふるさと科のカリキュラム開発で
は、「沿岸」「被災地」「小中一貫」の３つの想定
で作成を行ったが、具体的な児童・生徒、学校の
実態が意識できておらず、重点項目を明確にする
などの工夫ができなかった。カリキュラムを作成
する際は、現状分析を行い、その分析結果に対応
する目標や重点が考えられ、カリキュラムが作成
される。現状分析ができていないと、効果的なカ
リキュラム作成はできないので、具体的な運用の
際は実態把握を十分に行う必要があると考える。
　9年間の学びの集大成としての「学生会議への
参加・町への提言」に向けて、意識して学習を行
うためのオリエンテーションが必要であると考え
る。また、それぞれの単元において、「①課題の
設定→②情報の収集→③整理・分析→④まとめ・
表現」の探究のプロセスを明示し，学習活動を発
展的に繰り返していきながら、資質・能力を育成
する必要がある。そして、「学生会議への参加・
町への提言」で終わることなく、そこから課題解
決に向け主体的に行動に移すまでのカリキュラム
が必要であると考える。
　最後に、小中一貫教育におけるカリキュラムの
連続性と、岩手の復興教育や各教科等との関連を
踏まえながら子どもたちが地域に即した探究学習
を行えるために、総合的学習の小中一貫カリキュ
ラムを開発する際の視点として、今後、以下の６
点に留意する必要があると考える11）。
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①教科横断的で探究的な学習となるカリキュラム
とすること。
②地域への貢献（復興）・参画・協働できるカリキュ
ラムとすること。
③自己を深く見つめることができるカリキュラム
とすること。
④単元系統図へ各教科の学習も組み込むこと。
⑤自他の命を大切にし、防災・安全についての知
識及び行動力が身につくカリキュラムとするこ
と。
⑥目指す資質・能力について、子どもの発達に即
して校種を超えて発展的に見通しを持つことがで
きるようなカリキュラムとすること。
（文責　伊藤綱俊・高橋健・熊谷芳樹・菊池はるひ）

２　特別支援教育について

︵1︶　特別支援学級における小・中一貫の教育課程
の現状
　文部科学省において「特別支援教育」とは，「障
害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた
主体的な取組を支援するという視点に立ち，幼児
児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し，その
持てる力を高め，生活や学習上の困難を改善又は
克服するため，適切な指導及び必要な支援を行う
もの」12）と平成１９年に定義された。それ以降，
特別支援学校や特別支援学級に在籍している幼児
児童生徒が増加する傾向にあり，通級による指導
を受けている児童生徒も平成5年度の制度開始以
降増加してきている13）。また学習面又は行動面で
著しい困難を示す児童生徒が通常の学級において
6.5％程度在籍しているという推計もある14）。岩
手県においても，学習面又は行動面で著しい困難
を示す児童生徒が通常の学級において5.7%程度
在籍しているという推計となっている15）。文部科
学省では，特別支援学級だけではなく，全ての学
級において発達障害等を含めた障害のある児童生
徒が在籍することを前提とした学校経営・学級経
営を求めており，障害のある児童生徒の多様な教
育的ニーズを把握し，適切な指導及び必要な支援
を行っていく必要がある16）と述べている。この

ことから，特別支援教育はどの学校でも取り組ま
れるものとなっている。
　特別支援学校では，小学部・中学部・高等部（校
種によっては幼稚部・専攻科も設置）といった学
部が一つの学校内に設置されていることが多く，
学びの系統性についての意識がもちやすい。一方
で，小学校，中学校にそれぞれ設置された特別支
援学級の間では，系統的な教育課程を編成するこ
とに難しさがある。また，特別支援学級は複数の
学年の児童生徒が在籍することや，知的発達の段
階も様々であるという特質があるため，系統的な
学習内容の配列に沿った学習が難しく，個別に教
育内容を定めている場合も多い。こうした現状の
下，特別支援学校学習指導要領解説総則編では，
小学部と中学部の接続や特別支援学校の学区内の
小・中学校間の連携の重要性について，「9年間を
見通した計画的かつ継続的な教育課程を編成し小
学部と中学部とで一体的な教育内容と指導体制を
確立して特色ある教育活動を展開していくことが
重要となる」17）とし，9年間を見通した系統性の
ある教育を行うことを強調している。しかし，岩
手県において，小・中学校間で系統性のある教育
課程を編成・実践している学校はまだ少ない。そ
こで，本研究では，特別支援学校のように，小学
生と中学生が共に生活する校舎一体型の義務教育
学校の例に着目し，小中一貫の9年間の学びの連
続性と資質・能力の育成を意識した特別支援学級
（知的障害）のカリキュラムの開発を試みた。な
お，今次研究では，児童生徒の実態に応じて個別
に計画されていることの多い教科別の指導ではな
く，学年，学団，学部等，集団で学習することの
多い知的障害教育における各教科等を合わせた指
導（生活単元学習）の系統性についての検討とし
た。
︵2︶　カリキュラム開発の視点
　特別支援学校学習指導要領の改訂では，学びの
連続性を重視した対応，一人一人に応じた 指導
の充実，自立と社会参加に向けた教育の充実の３
点が主な改善事項とされた18）。また，知っている
ことを活用して未来社会を切り拓くための「何が
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図表 １
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図表 ２
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図表 ３



27岩手の教育課題に応じた小中一貫教育のモデルカリキュラムの開発（その２）



28 田代高章・小岩和彦・森本晋也・藤岡宏章・伊藤綱俊・高橋健・熊谷芳樹・菊池はるひ・木村洋・田淵健・中軽米璃輝・村上貴史

できるようになるか」（資質・能力）を見通すも
のへの転換が図られ19）「資質・能力」を社会と共
有する「社会に開かれた教育課程」を実現させる
ことが他校種の学習指導要領と同様に謳われてい
る。本研究では，こうした資質・能力をいかに系
統的に育成していくかを検討するため，リサーチ
を行った県内の小中一貫の義務教育学校が導入し
ている「４－３―２制」という前期4年（ホップ
期），中期3年（ステップ期），後期2年（ジャンプ
期）というカリキュラムをモデルとしたカリキュ
ラムの開発を試みた。育成を目指す「資質・能力」
を学年ごとに設定するのではなく，子どもの多様
な実態を踏まえ，抽象度を高めた３段階の設定と
することで，児童生徒の障害の状態や特性及び心
身の発達の段階等を踏まえながら，偏りなく実現
できるのではないかと考えた。モデル校の学校教
育目標，児童生徒の実態等をイメージして設定し
た特別支援学級において育成を目指す資質・能力
の具体は以下の表―１の通りである。　

　小中一貫校における特別支援教育は，学校教育
目標をベースに９年間を見通した指導・支援に取
り組むことができるため，個に応じた継続性のあ
る指導・支援を行いやすく，子どもの精神的・身
体的負担を軽減するメリットがある。その結果，
「中1ギャップ」を解消することにつながり，小
学校から中学校への移行を円滑化することが可能
となる。保護者にとっても，学校との関係を一か
ら作り直さなければならないことに対する負担は
払拭される。教員間の連携もしやすいという利点
も含め，小中一貫教育校だからできる特別支援学
級における9年間を見通したカリキュラム開発（生
活単元学習）を試み，図表５の通り年間指導計画
を作成した。生活単元学習は，領域・教科を合わ
せた指導の代表的な指導の形態であり，社会参加
するために必要な「生きる力」を育てることを目
指し，社会生活を送る上で必要となる様々な事柄
を体験的，実際的に学ぶことができるものとして
重視している。また，本研究で参考とした沿岸地
区のA町コミュニティスクール協議会が作成し
た「目指す子供の姿」20)の中には，地域の取組と

表－1

　９年間を見通した特別支援学級において育
成を目指す「資質・能力」
︵1︶　ホップ期（1～4年生）
〔知技〕　生活習慣に関わって，簡単な身辺

処理に気づき，初歩的な知識や技
能を身につけるようにする

〔思判表〕自分の家族や身の回りにある社会
の仕組みに関心を持ち，それらを
表現しようとする

〔人間性〕小さな集団での学習活動を通し，
教師や身の回りの人に気づき，関
心を持ち，挨拶など関わりを持と
うとする態度を養う

︵2︶　ステップ期（5～7年生）
〔知技〕　活動や体験の過程において，自分

自身や身近な人々の関わり等に気
づき，生活に必要な習慣や技能を
身につけるようにする

〔思判表〕自分自身や身近な人々の関わり等
について理解し，考えたことを表
現しようとする

〔人間性〕自分のことに取り組んだり，身近
な人々等から意欲を持って学んだ
り，生活を豊かにしようとする態
度を養う

︵3︶　ジャンプ期（8～9年生）
〔知技〕　生活や職業に対する関心を高め，

将来にいきる基礎的な知識や技能
を身につけるようにする

〔思判表〕将来の生活や職業の課題を設定
し，その解決策を考え，自分の考
えを表現する

〔人間性〕基本的生活習慣を身につけ，自主
的・主体的に学習や行事等に取り
組もうとする態度を養う
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して「職場体験・ボランティアなど，社会参画の
場をつくる」とある。将来的に「地域・社会を愛し，
貢献する人」の育成に向け，先進的なコミュニティ
スクールの活動と連携しながら，地域イベントへ
の参加・参画の場を設定し，地域連携・協働を進
めていきたい。しかし，児童生徒の障害の状態や
教育的ニーズは多様であるため，単元の中で一律
に同じ学習内容を割り当てるものではなく，学習
活動の中で個の状況に応じた支援，指導が必要と
なる。そのためにも，「個別の指導計画」「個別の
教育支援計画」を引き継ぎ，共有し，日常的に個
に応じた手立てを講じていかなければならない。
こうした考えに立ち，試案として特別支援教育の
全体計画（図表4）及び，生活単元学習の年間指
導計画（図表5）の試案を作成した。
　本年間指導計画の特徴として，以下の点を挙げ
る。
①生活単元学習という広範囲に各教科等の目標
や内容が扱われる指導の形態を中心に据える
ことで，年齢差や発達段階といった個人差の
大きい９年制の集団にも適合するものを設定
することが可能と考えた。

②単元は，必要な知識及び技能の習得とともに，
思考力，判断力，表現力等や学びに向かう力，
人間性等の育成を図り，現在や将来の生活に
生かせる内容となるよう意識した。

③ふるさとを愛する心を育むために，地域にお
ける実際の生活から発展した単元を設定し
た。

④一人一人の児童生徒が力を発揮し，主体的に
取り組むと共に，学習活動の中で様々な役割
を担い，集団全体で単元の活動に協働して取
り組めるようにした。

⑤１年生から９年生までが同一のテーマのも
と，それぞれの役割を担いながら生活上の目
的を達成していく単元を年間に数回設定し，
９年間の学びの見通しを子ども達がもてるよ
うにした。

⑥キャリア教育の視点から，各学年でのやりが
いのある活動や，役割を担う経験を積み上げ

ていくようにした。自己肯定感，有用感を育
んでいくことを意識した。

⑦特別支援学校の高等部への進学，卒業後の自
立と社会参加といった卒業後を見据え，働く
ことに対する楽しさややりがいを感じられる
ような単元を８・９年生に多く配列した。

⑧９年制の特色を生かし，１～４年，５～７年，
８～９年といった編制や全学年一斉等，柔軟
に編制を考えることとした。一方で，節目も
一つの大事な要素と考え，学校行事等，学部
段階で分けて活動する単元も設定した。

⑨特別な支援を必要とする児童・生徒には，環
境の変化に対して強い不安を感じるケースが
多いため，小学部から中学部への移行がス
ムーズにできるように，６・７年生合同で行
う単元を取り入れていくこととした。

⑩指導者が児童・生徒の９年間の学びを系統的
に捉えることができるように，小・中学部を
越えて指導にあたるようにした。

︵3︶　全体カリキュラムの提案
　特別支援教育に関するカリキュラムの全体計画
案は、以下、図表4～図表5の通りである。
︵4︶　課題について
　事前に訪問調査を実施したモデル校の例として
ホップ期，ステップ期，ジャンプ期という３つの
段階に分けた単元の配列を構想した。特別支援学
級におけるそのメリットは大きいと感じられた一
方，検討を進める中で，単元によっては学部毎，
あるいは全学年で指導した方が，資質・能力を段
階で区切らず，なだらかに育成していけるのでは
ないかとも考えられた。例えば「〇〇横町（地域
のイベント）に参加しよう」といった単元は毎年
の行事であり，全学年で取り組むことにより，自
身の将来の姿がイメージしやすくなるのではない
かと考えられる。よって，一律に３期に分けての
単元計画とはせず，単元によって柔軟に考えるこ
ととした。しかし，本提案は一つの想定を基に作
成したものであり，本来，生活単元学習は子ども
の姿をベースに，地域性や現代的諸課題をも踏ま
えて開発していくべきものであろう。実践を通し
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図表 ４
 図表 4 
 

   

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◇ 小中一貫した特別支援教育の基本方針 ◇ 
① 特別な教育的配慮や支援を必要とする児童生徒及び児童生徒の在籍する学級，また家庭に対し，全職員が対応できる支援体制を確立する。 

② 特別な支援の必要な児童生徒への理解を深め，支援・指導の充実を図る。 

③ 関係各位との連携を図る。(特別支援コーディネーター・担任が窓口となる) 

 
 
 

 

◇ 学校教育目標 ◇ 

ふるさとを愛し，よく考え，心豊かにたくましく生きる児童生徒の育成 
知：進んで考え，他者と協力しながら，課題を解決できる子ども 
徳：ふるさとに誇りをもち，互いに認め合い，自分のよさを伸ばそうとする子ども 
体：命を大切にし，心身を鍛え，ねばり強く取り組む子ども 

◇ 特別支援教育目標 ◇ 

特別な支援を必要とする児童生徒の実態を把握し，児童生徒・周りの子どもたち・

担任・保護者のニーズに寄り添い，実態に即した適切な支援を行うことで，すべて

の子どもたちが生き生きと主体的に学校生活をおくれるようにする。 

◇ 各教科・領域等における指導内容 ◇  ※個に応じた学びの場（通常学級，通級，きこえ，ことば，知的，情緒，肢体）による 

各教科の 
指導 

領域別の指導 教科領域等を合わせた指導（知的障害） 総合的な学習の 
時間等 

（交流及び共同学
習，地域活動） 特別活動 自立活動 

日常生活の 
指導 

（遊びの指導） 生活単元学習 （作業学習） 

○学年相応
の各教科
の内容ま
たは，下学
年の内容 

○知的障害
の各教科
の内容 

○通常学級
に準ずる
内容 

○個別の指導計画
に沿って学校の
教育活動全体の
中で実施 

○個別の指導計画
に沿って特設し
た時間に実施 

○生活科の内容
を中心として
基本的生活習
慣の内容や日
常生活，社会
生活において
繰り返される
基本的内容 

＊生活単元学
習の中で遊
びをテーマ
とした単元
として設定 

○自分以外の人に関
心をもち，関わり合
いながら活動する
ことの楽しさ，良さ
を感じることので
きる生活上のテー
マ 

 ○通常学級に準ず
る内容 
〇通常学級との交
流（ふるさと科を合
同で学習） 

○学年相応
の各教科
の内容ま
たは，下学
年の内容 

○知的障害
の各教科
の内容 

○通常学級
に準ずる
内容 

○個別の指導計画
に沿って学校の
教育活動全体の
中で実施 

○個別の指導計画
に沿って特設し
た時間に実施 

○生活科の内容
を中心として
基本的生活習
慣の内容や日
常生活，社会
生活において
繰り返される
基本的内容 

 ○一人一人の児童生
徒が力を発揮し，主
体的に取り組むと
共に，様々な役割を
担うことでそのや
りがいや達成感を
味わうことのでき
る生活上のテーマ 

 ○通常学級に準ず
る内容 
〇通常学級との交
流（ふるさと科を合
同で学習） 

○学年相応
の各教科
の内容ま
たは，下学
年の内容 

○知的障害
の各教科
の内容 

○通常学級
に準ずる
内容 

○個別の指導計画
に沿って学校の
教育活動全体の
中で実施 

○個別の指導計画
に沿って特設し
た時間に実施 

○生活科の内容
を中心として
基本的生活習
慣の内容や日
常生活，社会
生活において
繰り返される
基本的内容 

 ○集団全体で協働し
て取り組み，それぞ
れが役割を遂行す
ることで課題や問
題を解決し，成就感
や自己肯定感を感
じられるような生
活上のテーマ 

＊働くこと
を主たる
活動内容
とした生
活単元学
習として
実施 

○通常学級に準ず
る内容 
〇通常学級との交
流（ふるさと科を合
同で学習） 

◇ 各段階における育成を 

目指す資質・能力 ◇ 

ホ
ッ
プ
期
（１
～
４
年
）

 

〔知技〕 生活習慣に関わって，簡単な身

辺処理に気づき，初歩的な知識や技能を

身につけるようにする 
〔思判表〕自分の家族や身の回りにある社

会の仕組みに関心を持ち，それらを表現

しようとする 
〔人間性〕小さな集団での学習活動を通

し，教師や身の回りの人に気づき，関心を

持ち，挨拶など関わりを持とうとする態度

を養う 

ス
テ
ッ
プ
期
（５
～
７
年
）

 

〔知技〕 活動や体験の過程において，自

分自身や身近な人々の関わり等に気づ

き，生活に必要な習慣や技能を身につけ

るようにする 
〔思判表〕自分自身や身近な人々の関わり

等について理解し，考えたことを表現しよ

うとする 
〔人間性〕自分のことに取り組んだり，身近

な人々等から意欲を持って学んだり，生活

を豊かにしようとする態度を養う 

ジ
ャ
ン
プ
期
（８
～
９
年
）

 

〔知技〕 生活や職業に対する関心を高

め，将来にいきる基礎的な知識や技能を

身につけるようにする 
〔思判表〕将来の生活や職業の課題を設定

し，その解決策を考え，自分の考えを表現

する 
〔人間性〕基本的生活習慣を身につけ，自

主的・主体的に学習や行事等に取り組もう

とする態度を養う 

◇ 小中一貫した特別支援教育の重点 ◇ 

① 校内支援体制 ② 児童生徒理解と支援体制の充実 ③ 関係機関との連携 

ア 校内特別支援体制を確立し，計画的な支援に努める。 
(ア) 特別支援教育校内委員会の開催(適宜開催) 
(イ) 特別支援学級や通級指導教室の運営及び弾力的活動 
(ウ) 関係分掌との連携 
(エ) その他，必要に応じて担任外での対応など 

ア 特別な支援を必要とする児童生徒を把握し，全職員
の共通理解を図る。 

ア スクールカウンセラー，スクールソーシャルワーカー
との連携 

イ 家庭との連携 

イ 特別な支援を必要とする児童生徒ひとりひとりま
たは，その児童生徒を取り巻く子どもたちの教育的
ニーズを把握し，実態に即した支援・指導を行う。 

(ア) 教育内容の工夫・精選 
(イ) 指導資料提示方法や教材教具の工夫・改善 
(ウ) ユニバーサルデザインの授業推進 
(エ) ICT活用の推進 
(オ) 個別の指導計画，個別の教育支援計画の作成及び

活用・引き継ぎ 
(カ) 交流学習 
(キ) その他 

ウ 医療機関との連携 

エ 相談機関との連携 

イ 校内就学支援体制を確立し，児童生徒の就学に関する相談・指導を適切
に行う。 

(ア) 校内就学支援委員会の開催 
(イ) 教育相談，就学相談の実施 
(ウ) 発達諸検査の実施 

オ 福祉機関との連携 

カ PTAや地域との連携 

ウ 特別支援教育に関する職員研修を推進する。 キ 特別支援教育関連団体との連携 

義務教育学校「Ａ」 特別支援教育全体計画 

いわての復興教育の目的 
郷土を愛し，その復興・発展を支える人材の育成（復興・発

展を支えるひとづくり） 

目指す教師像 
① 生徒一人一人の良さや可能性に目を向け，情熱をもっ

て指導する教師 
② 自己研鑽に励み授業力の向上に努める教師 
③ 教育公務員としての自覚をもち，信頼される教師 

目指す学校像 
① 生徒と生徒，教師と生徒が信頼し合い，よりよい学校を目

指してともに励む学校 
② すがすがしい挨拶が交わされ，明るく活気ある学校 
③ 保護者・地域に信頼される学校 

生徒の実態 
・将来については明確な目標はなく，まだ深く考えていない生徒

が多い。 

・明るく素直で純朴であり，諸活動に積極的に取り組む。 

・自然や社会体験は豊富だが，地域の良さに気づいていない。 

 

地域・保護者の願い 
・豊かな体験活動を通して，将来に役立つ生き方を身につけてほ

しい。 

復興教育理念 
 被災地における体験(奉仕)活動や講話，被災と復興の状況

に係る日常の調査活動や奉仕活動等を通じて，自他を大切に

し，人々の幸福を願って行動しようとする生徒を育成する。 
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た検証が今後の課題であると考える。また，特別
支援教育は個に応じた指導・支援が重要である。
今回は生活単元学習に絞ったカリキュラムの開発
であった。今後は，自立活動を中心に，一人一人
に応じた各教科等別の指導をどのように系統的に
行っていくのか，カリキュラム・マネジメントの
あり方の検討が必要であろう。また，小中一環の
指導において，個別の指導計画をどのように引き
継ぎ，活用していくべきか，その要領の検討が課
題であろう。
（文責　木村洋・田淵健・中軽米璃輝・村上貴史）

第４章　本研究の成果と課題

　小中一貫カリキュラム開発の全体発表会におけ
る，岩手県立総合教育センター藤岡宏章所長から
のコメントを次にあげる。

１　カリキュラムの検討・作成にあたって確認す

べき事項について

︵1︶　計画の条件基盤の確認について
　実際の場合は，学校の状況，児童生徒の状況，
学校を取り巻く状況（地域の状況や社会動向に加
え，保護者の願いや地域の想いを含む）等を確認・
把握して計画される。
　今回は，「沿岸」「被災地」「小中一貫」という
基盤となる条件があることから，それぞれのフィ
ルターを通して，「学習材としての特色」，「思考
の場や活動の場の特色」等を整理し，そのことを
踏まえた計画を考え，各学習を配置していくこと
が求められる。
︵2︶　一貫教育としての確認について
計画を構成する項目や内容・要素に一貫性がある
かが問われる。それぞれの内容は適切であっても，
それぞれに「一貫教育」として関連性が見え，一
般論ではない特長的なものが感じられなければな
らない。このことは，例えば系統性という視点に
おいても同様でありある。そもそも学習指導要領
は系統的に内容が構成されていることから，その

上で一貫教育としての系統をオリジナルのものと
して創造できるかがカギとなる。

２　成果について

・カリキュラム・マネジメントが求められている
今，具体を想定して計画を立案してみることはか
けがえのない経験であり，そのことで教育活動を
俯瞰的に見ることでこれまで見えなかったこと，
気づかなかったこと等様々な課題が明らかにでき
たと思われる。
・カリキュラムの立案にあたってのベースとなる
考え方（理論）をまとめ，具体として9年間を通
した計画を立て，その考えの具現化を図るプロセ
スは正統的なアプローチと言える。
そのことを踏まえて，計画が構造的であり，「重点」
「方針」に加えて，「指導方法」に留まらずその「推
進体制」にまで目を向けていることは興味深い。
・小中一貫で教育を考えることは，教育活動をダ
イナミックなものにするとともに，9年間の学び
をねらいから外れること無く，それぞれのパーツ
となる活動や取り組みを，１つの柱に沿ってつな
ぎ・整理・分類することでより効果的な教育展開
が可能となる。
・特別支援教育については，小学校，中学校間に
おいて系統的な教育課程を編成することは難し
く，分断的な状況にあることが大きな課題の１つ
である。小中一貫教育を土台に計画立案すること
は，一貫だからこそこの課題を解決することがで
きるとともに，その計画とその要素を一般化する
ことで，一貫教育校ではない学校への汎用の可能
性をもっている。

３　課題について

・学校としての小中一貫教育の考え方を述べるこ
とは大切であり，そのことに沿って一貫教育にお
ける教科や領域が担うものは何か，そして一貫教
育であるためには，どのようなアプローチ・切り
口があり，その具現化のための手立てはどのよう
なことが考えられるのかという視点で計画を改め
て検証してみる必要がある。
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・ホップ・ステップ・ジャンプの３つの期は，学
校経営の考えに基づく教育課程編成の根幹の１つ
である。この「期」の編成の意図・ねらいを踏ま
え，教科等の特色を加味し，より効果的なカリキュ
ラムにしていくためには，共通する基盤にありな
がらも柔軟性ある編成に目を向けていく必要があ
る。その際，各期の接続の在り方は重要な論点で
あり，ぜひ議論のテーマにしたい。
・発達段階に応じた資質・能力を明確にすること
は極めて重要であり，その上で，例えば総合のよ
うに「ふるさと科の３つの柱」と「３つの期」を
整理・分類し，各活動に系統性と整合性を持たせ，
いつ・どこで・何に取り組むべきかを明からにし
たことは検証・評価の精度の向上にもつながる。
指導方法，指導体制に加えて，評価方法を明確に
することは，どの教科等においても進めていく必
要がある。
・9年間を見通した育成を目指す資質・能力を明
らかにしていることはとても重要なことである。
特に特別支援教育については，従来の課題である
校種間における分断的状況の解決に向けて，学校
としての基本方針のもと，目指す資質・能力が，
本校ならではのものとなっているかどうかが求め
られる。その検証のためにも，校内委員会や就学
指導体制等の在り方や各個別の計画の引継ぎの在
り方など，一貫教育だからこそ検討しやすいメ
リットを生かし，具体的な試案の提案に踏み込む
ことを期待したい。
・今回の計画立案にあたっては，参考地域の状況
をもっと色濃く出した大胆な計画が可能であった
と思われる。例えば，地域コミュニティとの関わ
りの視点にさらに踏み込みこむことで教育課程に
特色を持たせることができるとともに，地域を巻
き込み地域の教育力の向上にもつながり，地域活
性化の１つの視点にもなっていく。このように計
画の参考地域の状況を十分に生かしたオリジナル
性の高い提案を今後期待したい。また，校種間連
携に関することは今後益々重要となる。高校との
連携は双方向性をもたせることができるかがカギ
となる。また，教科等をふるさと科と関連させて

いくためには，地域素材の開発や地域コミュニ
ティの活用等，多角的・多面的なアプローチで切
りこむ必要があろう。

（文責　藤岡宏章）

第５章　今後への期待

　前期「特色あるカリキュラムづくりの理論と実
際」と後期「学習指導要領とカリキュラム開発」
の2つの授業は，カリキュラムの考え方やカリキュ
ラムを開発する力を身に付けること目的として
行ったものである。この２つの授業を通して，院
生は，学習指導要領で求められているカリキュラ
ム・マネジメントの必要性や，考え方を理解する
とともに，実際にカリキュラムを作成することに
より，カリキュラムを開発する力が身に付いたと
考える。
　総合的学習（ふるさと科）のカリキュラムは，
被災地が抱える様々な課題を解決し地域を創造し
ていく人材を育成する上で非常に重要なものであ
ると考える。このカリキュラムは，岩手県が全県
で推進している復興教育の充実にもつながってい
くものである。また，特別支援教育のカリキュラ
ムは，小中9年間を通し系統立てた教育計画となっ
ており，これまでの校種間の接続が希薄であると
いう現実的課題を解決する提案となっていると考
える。さらに今回作成したカリキュラムにおける
生活単元の学習計画は，個に応じた学習を編成す
ることができる手立てが組まれており，これから
の特別支援教育に求められるものとなっている。
公立学校の特別支援学級のカリキュラム作成にあ
たっても，今回のカリキュラム作成の視点に立つ
ことが望まれる。
　今後，今回作成したカリキュラムを学校現場で
実践し，さらに検証・工夫・改善に努めていくこ
とを期待したい。

（文責　森本晋也）
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